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我が国における原子力発電所の現状
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立地地域の人口・産業構造

※出典：国勢調査を元に、未回答等を除く全国原子力発電所在地市町村協議会の正会員市町村のデータを集計。

 立地地域の人口減少は全国平均を上回るペースで進行。高齢化率も平均を上回る。

 良質な雇用の創出等により、中長期的に地域を担う人材の確保が求められる。
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産業別・従業員数の割合
１次産業 ２次産業 ３次産業

・立地地域は、比較的第1次・第2次産業の雇用者が多い。

65歳以上人口 高齢化率

全国 3,347万人 26.3%

立地地域合計 22万人 29.2%

人口増減率

※出典：国勢調査2015を元に、未回答等を除く全国原子力発電所在地市町村協
議会の正会員市町村のデータを集計。

※出典：経済センサス2014を元に、未回答等を除く全国原子力発電所在地市町村
協議会の正会員市町村のデータを集計。

全国平均

立地地域
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自治体の財政

 立地自治体は、固定資産税収等の影響を大きく受けている。

 発電所の運転開始時に、自治体の収入はピーク（山）を迎える。

 この収入の見通しをもとに、自治体は、長期の事業計画を立案。

原発立地市町村※ 全国（市町村）

固定資産税収／地方税収（％） 60% 41%
固定資産税収／人口（円） 109,670 68,169
財政力指数
（基準財政需要額／基準財政収入額） 0.84 0.5

発電所からの固定資産税収
の比率が高い。

5立地調査 運転開始

立地自治体の財政イメージ

※出典：財政状況資料集（総務省）を元に、全国原子力発電所在地市町村協議会の正会員市町村等のデータを集計。



 税収等の落ち込みにより、自治体財政は厳しい状況。

立地地域の現状

6

 敦賀市・美浜町の全産業売上高は、震災前後（原発の停止）で６％減
少。運輸業、卸売業、宿泊業で落ち込み大。緩和傾向にはあるものの直近
でも影響は継続。

 人口は合併後でも8,316人。自然減と社会減により年々70～80人が減
少中。高齢化率は30%。

（東北地方の首長の発言）

（近畿地方の首長の発言）

（平成25年度エネ庁委託調査等）

①原発長期停止・建設中断等に伴う自治体財政への影響

②全国的な人口減少

③地域経済への影響
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原子力の位置づけ

8

2030年 22～20%程度

●依存度は可能な限り低減

●安全最優先
廃炉すべき炉は廃炉に

●安全が確認された炉は
再稼働

立地支援の基本的な考え方

立地支援

○廃炉などの環境変化のなかで、
「持続可能な産業」を、どのよ
うに作り上げていくか。

○安全対策などで長期停止して
いる地域で、自治体の長期計
画をどう再構築していくか。

→ 立地地域の発展へ



【短期】

①自治体の財政

9

【中期】

②企業との連携

【長期】

③自律的な好循環

●建設の長期停止により、
運転開始の時期が不透明。

● 自治体が事業計画を策定
しにくい状況。

実情に合わせた柔軟な支援

●自治体の単独事業に加え、
民間企業との連携。

●個別に、コスト削減効果や
雇用創出効果も。

民間協調投資の推進

●まったく新しい事業・産業を
生み出すための、
「人材」や「成功体験」
をどう根付かせるか。

●これまでの事業において、
成功した地域あり。

継続的な原動力

今後の支援の方向性（まとめ）
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 建設工事の長期化などにより、自治体において、長期的な財政計画が立てにくい状況が生じてい
る。

 補助金等の既存の支援制度を活用しつつ、それぞれの地域の実情に応じて、柔軟に支援していくこ
とが必要ではないか。

立地自治体の財政イメージ

立地調査 運転開始

建設の長期化による影響

立地調査 運転開始

長期化

①短期：自治体の財政
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防災行政無線
・専用受信機
（高価。持ち運び不可）
・メンテナンスコスト大

民間放送設備の活用
・緊急時に、放送に割り込み
・FMラジオ
（安価。持ち運び可）
・メンテナンスコスト小

公共施設での再エネ投資
・地域住民のエネルギー理解促進
・電力コスト低減の調査
・一定の雇用

商業施設など企業の投資との連携・協調
・実際の企業活動に適用
・自治体と企業の双方にメリット
・雇用効果大

②中期：企業との連携

 自治体が、単独で投資するよりも、地域の産業・企業と連携することで、
①重複を避け、効率的な投資が可能となり、
②高い雇用創出効果も見込める。

 現行の補助金などの支援先を、こうした民間投資と連動したものに重点化して行くべきではないか。



③長期：自立的な好循環

 補助金などの国からの支援がなくなっても、地域のなかで、自立的に、新しい産業・事業を生み出し
ていける力をつけることが、長期的な地域振興において重要。

 そのためには、人材の育成やブランド作り、などの個々の取り組みだけではなく、地域の関係者が「試
行錯誤の経験」や「成功した実感」を共有していくことが必要。

 国による地域振興も、より各地域の実情に即して、地方経済産業局の豊富な知見も活用しながら、
実施すべきではないか。

一過性のものにせず
「試行錯誤」「成功実感」の

蓄積による好循環

地域の特色を生かした
事業計画

地域ブランドを生かした
商品・サービス開発

ターゲットを明確にした
広報・営業

雇用を生み出す自立した
事業化

プロデューサーや専門家が、プロジェクトに伴走
→ 地域の関係者の自信に 12



③長期：自立的な好循環

 ご当地グルメ「西能登おもてなし丼」について、商品開発から、関連ツアー商品等の事業化までを、
専門家等が伴走支援（人的支援）。

 「試行錯誤（PDCA）」と関係者の「成功実感」共有のサイクルが、継続的な事業を創出。

 販売食数５万食突破。町内経済効果約１．４億円。

（※）地域と信頼関係のあるﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰや
専門家が、継続的に支援

13

（参考１）地域のちからプロジェクトの事例 （西能登おもてなし丼）【志賀町】

計画づくり

体制づくり

商品開発

ご当地グルメとして確立

広報・プロモーション

販売食数：5万食突破
（事業開始約３年後時点）

提供店舗：8→20店舗
メニュー数：10→42品へ拡大

専門家（有名シェフ）が
アドバイス

事業化

プ
ロ
デ
ュ
ー
サ
ー

事
務
局

専
門
家

体制づくりの段階から、
民間事業者の参画を促す

ブランディング

報道を通じて、
関係者のモチベーション向上

（広報効果 1億円以上、報道回数 約１３０回）

関連ツアーの開発

「試行錯誤」「成功実感」の蓄積



 長期稼働停止、建設工事の遅延等により、下北半島の立地4市町村（むつ市、六ヶ所村、大間
町、東通村）の地域経済への影響は深刻。

 東北経済産業局の若手が中心となって活動する「下北地域活性化ＰＴ」を平成29年度に設置。
4市町村の若手とともに定期的に地域活性化策について検討を開始。

活動実績
 自治体が行う地域活性化の取組支援
・自治体と経産局の若手職員をメンバーに、地域資源を活用した地域づくりや
活性化策等についての勉強会をこれまでに４回開催。（むつ市で開催）

 企業活動への支援
・魅力企業の発掘のため、企業訪問（２６社）を実施。
情報交換及び支援施策情報の提供を実施。
・魅力企業として情報発信すべく準備中

●東北経済産業局と４市町村の若手同士の人的ネット
ワーク形成、地域企業との繋がり強化等の効果が得ら
れた。

●平成３０年度も継続予定。

（参考２）東北経済産業局における取り組み【下北地域活性化PT】

14
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平成30年度当初・平成29年度補正資源・エネルギー関係予算案のポイント
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電源立地対策の趣旨

 国民生活や経済活動に不可欠な電気の安定供給には、地元住民の理解・協力のもと、発電所の
建設・運転を円滑に実施することが重要。

 電源開発促進勘定を通じ、電気を大量消費する地域が享受する利益を、電気の生産地である立
地地域へ還元。

受益

電気の供給

電源開発促進勘定
（電源立地対策）

電源開発
促進税

電源立地地域
対策交付金等

電
源
立
地
地
域

（
電
気
の
生
産
地
）

人
口
・
産
業
集
積
地
域

（
電
気
の
消
費
地
）
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 電源立地地域対策交付金は、地域の実情に応じて、幅広い事業を実施することを可能としている。

電源立地地域対策交付金の使途

公共用施設整備事業
道路、水道、スポーツ施設、教育文化施設
などの公共用施設の整備、維持補修、維持
運営のための事業

地域活性化事業
地域の観光情報の発信事業、地域の人材
育成事業、地場産業支援事業等の地域活
性化事業

理解促進事業
先進地の見学会、研修会、講演会、検討会、
ポスター・チラシ・パンフレットの制作等発電用
施設などの理解促進事業

温排水関連事業
魚介類の養殖、漁業研修、試験研究、温排
水有効利用事業導入基礎調査等の広域的
な水産振興のための事業

福祉対策事業

医療施設、社会福祉施設などの整備・運営、
ホームヘルパー事業など地域住民の福祉の向上
を図るための事業

企業導入・産業活性化事業
工業団地の造成など商工業の企業導入の促進
事業、公設試など地域の産業関連技術の振興
などに寄与する施設の整備・維持運営事業

給付金交付事業
一般家庭、工場などに対し、電気料金の実質的
な割引措置を行うための給付金助成措置

18



交付金以外の支援策

 中長期的な自治体の発展のため、
①地域産品の開発・販路開拓や観光誘致等の、地域振興に関する人的支援や、
②再生可能エネルギーなどの理解促進や導入のための補助金
を集中的に実施。

原子力発電施設等立地地域基盤整備支援事業（委託） エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金

事業目的・概要 【専門家派遣による人的サポート】
地域資源を活用した産品開発等による地域振興を支援。
対象は立地自治体。
具体的には、
地魚のブランド化に向けた広報ツールの制作・発信、販売促
進等への支援
西能登おもてなし丼の推進に向けたメニューのブラッシュアップ
や販売促進に向けた専門家によるサポート支援
経済波及効果１億円以上となった事例も。

事業目的・概要 【平成３０年度予算案額 50億円】
再生可能エネルギー等を活用した地域振興を支援。

対象は立地自治体＋周辺自治体（概ね30キロ圏内）。

具体的には、

コミュニティセンターへの太陽光発電設備の導入

洋上風力発電事業の実現可能性調査

地域におけるエネルギー構造高度化への理解促進。

地域振興を通じた自治体の持続的な発展（雇用増など）。

19



支援例①：通称「地域のちからプロジェクト」による人的サポート

●地元産の伝統食や酒、スイーツなど、東海村の魅力ある厳選産品
を認証・認定する制度「東海村おすすめセレクション」の立ち上げ、
運用・ＰＲ等を支援。
※15事業者/21品目が登録。対象商品の売上が前年度比25%
増加。各種メディアで報道され、累計2億円超の広報効果。

●若手女性が中心となり、ふるさと納税のターゲットを「20～30代の働
く女性」に設定したラインナップ見直しを実施。大幅な納税額伸長
に結びついた。 （企画立案等を全面的に支援）
※H26年度=約710万円→H27年度=約4750万

＜事例２＞４市連携での外国人誘客 【泊村等】
●ニセコエリアを年間17万人を超す訪日外国人客等を、近隣の
岩宇地域（泊村、岩内町、共和町、神恵内村）へ呼び込むＰ
Ｒ活動、を支援。

＜事例３＞女性の力で「ふるさと納税」推進 【柏崎市】

＜事例４＞ブランド力を高める特産品の認証・認定制度の構築
【東海村】

＜事例１＞地域産品の開発【女川町】
●特産品の「ほや」を活用した商品開発を実施。県内の鉄道駅などで
販売することを前提にパッケージ等のデザイン、ほやの魅力を伝えるス
トーリーブック制作等。９ヶ月で１万個以上を売上げ。
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支援例②：再生可能エネルギー等を活用した地域振興

●大学と連携し、世界唯一の技術である
環境配慮型の波力発電の技術開発を実施するとともに、
実際に発電した電気を地域で活用する。
これにより、地域でのエネルギー高度化への理解促進、
関連した新産業の創出につなげる。

＜事例2＞事業可能性調査（FS） 【宮城県】

＜事例4＞技術開発 【越前町】

＜事例１＞エネルギービジョンの策定 【美浜町】

●目指すべき都市像と施策の方向性を具現化することを目的として「美
浜町エネルギービジョン」を策定。コンセプト、個別プロジェクト、ロード
マップ等を明確化し、平成29年度実施計画策定、平成30年度以
降、具体的な取組に着手予定。

イメージ：波力発電

●東日本大震災時の経験を踏まえ、災害時の福祉避難所として障
害者支援施設を活用するため、地中熱・太陽熱＋太陽光発電＋
蓄電池等の新規導入を検討中。導入に向けた調査（ＦＳ）を
平成29年度に実施。

太陽光発電

地中熱 障害者支援施設 蓄電池

自立型電源システムの所有施設

・福祉避難所としての活用
・地域コミュニティの場としての活用
・近隣児童、学生の体験学習の
場としての活用、普及啓発

●地下水熱を利用した無散水消雪設備を設置・PRすることにより、地
域住民や観光客に対し、多様なエネルギーを広くPR。これにより、
観光振興及び関連ビジネスの創出を目指す。

＜事例3＞設備導入 【福島県】

地下水熱

無散水消雪設備の設置
および、設備のPR

関連ビジネスの創出

道路整備による、観光客増加

※イメージ
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